第１６章　府民所得
概況
　昭和48年度は物価急騰の年であった。 48年秋に、オイルショックと呼ばれる原油価格の四倍引き上げを産油国が通告すると、石油製品の価格だけでなく、生活必需品、建設資材など軒並みに価格が上昇した。全国ベースで、卸売物価が22.6パーセント、消費者物価が16.1パーセントとそれぞれ高い上昇率を示した。
　この急激なインフレーションに対し、政府は総需要抑制を旗印に、公定歩合を引き上げ公共事業の繰り延べ等をはかったが、顕著な効果はあらわれなかった。
　昭和48年度の国民総生産（ＧＮＰ）は、名目で115兆2,631億円、実質で90兆1,545億円であった。経済成長率は、名目で21.7パーセント、実質で6.1パーセントとなり、物価急騰のため名目値と実質値が大きくかい離し、名目では好況、実質では不況という数字になった。
　大阪府の主要な経済指標の一つである府民総生産は、名目で11兆7,798億円、実質で９兆543億円となり、その対前年度増加率は、名目で28.8パーセント、実質で8.0パーセントであり、国民総生産と同様、名目と実質が大きくかい離した。
産業別府内純生産
　昭和48年度に、府内の各産業の生産活動によって創り出された付加価値、すなわち府内純生産は９兆9,927億円で、前年度に比べて30.8パーセントの大幅な増加を示した。
　産業別にみると、第一次産業は340億円で、府内純生産の0.3パーセントを占めている。
　第二次産業は４兆2,337億円で、前年度に比べ30.1パーセントの増加を示し、47年度の増加率12.9パーセントに比べ２倍以上の伸びを示している。これはその大部分を占める製造業が31.3パーセントと大きく伸びたためである。中でも、石油・石炭、鉄鋼、木材・木製品、非鉄金属の増加が大きい。建設業は公共工事は振わなかったが、民間住宅建設、設備投資に支えられてそれほど増加率は落ち込まなかった。
　第三次産業は５兆7,250億円で、前年度に比べ31.4パーセントの増加であった。人件費の大幅な上昇により、卸売小売業、サービス業の純生産が大きな増加率を示した。
府民所得の分配
　昭和48年度の府民所得は９兆8,010億円で前年度に比べ30.7パーセントの増加であった。１人当り府民所得は、47年度94万円から121万円と増え、48年度の１人当り国民所得94万円の約1.3倍であった。
　雇用者所得は前年度に比べ27.8パーセントという大幅な増加を示した。この背景には、法人の好収益、春闘による大幅賃上げ等があげられる。ただし、消費者物価指数も20パーセント以上上昇しているため、実質賃金ではそれほど増加していない。
　個人業主所得、個人財産所得も、それぞれ29.9パーセント、23.8パーセントとよく伸びている。
　法人所得は57.1パーセントときわだった増加率を示している。石油危機等による原材料費の上昇を製品の価格引上げにより十分吸収し、法人の営業収益は47年度を大幅に上回る、近年にない好決算を示した。
府民総支出
　昭和48年度の府民総支出は、名目で11兆7,798億円、実質で９兆543億円（昭和45暦年価格基準）となり、前年度と比べてそれぞれ28.8パーセント増、8.0パーセント増であった。
　項目別にみると、個人消費は名目では18.9パーセント増と伸びているが、実質では消費者物価の急騰のため3.1パーセント増と停滞している。財政の財貨サービス経常購入は、人件費、物件費の上昇により名目で26.3パーセント増、実質では8.6パーセント増となった。
　民間の投資は、住宅建設、設備投資ともよく伸びており、特に製造業の設備投資の回復が特筆できる。
　財政投資は、総需要抑制策の一環として公共工事の繰り延べが行われたので、名目では5.4パーセント増、実質では13.0パーセント減となっている。
　在庫投資は、製造業の原材料在庫の増加などにより、名目で前年度の2.4倍、実質では1.8倍と47年度に引き続き大幅に増加している。
個人所得とその処分
　昭和48年度の個人所得は、８兆5,969億円で、前年度と比べ27.4パーセントの増加である。
　個人所得は、分配所得のうち個人が受け取る雇用者所得、個人業主所得、個人財産所得に財政・法人・府外から個人への移転を加えたものである。移転所得を除いた上記３つの要素所得が、個人所得の95パーセントを占めている。
　個人所得の処分面は、個人消費と個人貯蓄、個人税および税外負担、社会保険負担等の移転支出から構成されている。このうち個人税および税外負担が33.4パーセント増と前年度に引き続き増加が著しい。個人消費と個人貯蓄を合わせた個人可処分所得は７兆2,727億円で、個人所得の処分の84.5パーセントを占め、前年度に比べ27.4パーセント増加した。なお、個人可処分所得に占める個人貯蓄の割合、すなわち個人貯蓄率は、32.8パーセントとなった。
